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令和８年６月３０日 男女共同参画推進本部会議 
   

開催日時  令和８年６月３０日（火） 午前９時１５分から午前９時４５分まで 

開催場所  庁議室 

出 席 者  辻川副市長、南川副市長、教育長、総合政策部長、総合政策部理事（草津未来研究所・経

営戦略担当）兼環境経済部理事（立命館イノベーションシニアコーディネーター）、危機管理

監、総務部総括副部長（総務部長兼法令遵守監代理）、まちづくり協働部長、環境経済部長

兼上下水道部理事（(農業集落排水処理施設跡地担当）、健康福祉部長、健康福祉部理事

（健幸都市づくり・地域共生社会推進担当）兼こども若者部理事（こどもの居場所づくり担当）、

こども若者部長、特命監（都市戦略担当）兼都市計画部長、都市計画部理事（交通・開発担

当）、建設部技監、建設部長、建設部理事（河川・公園緑地担当）兼上下水道部理事(雨水整

備事業担当)、上下水道部長、教育部長、教育部理事（生涯学習・スポーツ推進・図書館担

当）、教育部理事（学校教育担当）、議会事務局長、監査委員事務局長 

欠 席 者  なし 

議事概要  下記のとおり 

 

１．議 題  

（１）草津市特定事業主行動計画（女性活躍推進法および次世代育成推進法）の進捗状況について  

【協議】           

 

草津市特定事業主行動計画（女性活躍推進法および次世代育成推進法）の進捗状況について説明 

・女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画について、「採用後１５年以内の女性職員の離職割合」

は、２３．３％であり、子育てと仕事の両立が難しくなることによる離職を防ぐため、部分休業の取得や時

差勤務、テレワークの活用等、環境整備を進めていく必要がある。 

・「健康デー（水曜日のノー残業デー）の達成率」は、７６．６％であり、時間外勤務の縮減と並行して、健康

デーの実施についても、各部局・所属において周知の徹底・強化を行う。 

・「管理的地位にある職員に占める女性割合」は、３２．４％と前年度より上昇しており、管理職手前の係長

等に占める女性職員の比率は４割近くとなっていることから、今後も数値は緩やかに上昇していくものと見

込んでいる。 

・「育児休業を取得する男性職員の割合」は、７２．０％と前年度より上昇しており、国を挙げた取得勧奨の

流れもあり、近年、男性職員による育児休業取得率は上昇する傾向にある。今後さらなる取得率向上に

向けた取り組みを進める必要がある。 

・「配偶者出産休暇、育児参加のための休暇のいずれかを取得する男性職員の割合」は、７６．０％となっ

ているが、他の休暇制度を活用することで、対象者の全ての職員が育児参加のために休暇を取得してい

る状況であり、大きな課題とはなっていないと認識している。 

・一人当たりの年間時間外勤務時間数は、３００．２時間であり、育児休業等による一時的な欠員に対す

るフォローや、国スポ・障スポ本大会への対応などの影響から、時間外勤務時間数は増加している。時間

外勤務時間の削減に向け、今後もデジタル技術を活用した業務効率化の推進や、所属における業務量

の平準化、部局単位での繁閑調整等に取り組む。 
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（２）第４次草津市男女共同参画推進計画の進捗状況について 【協議】         

 

第４次草津市男女共同参画推進計画の進捗状況について説明。 

・男女共同参画に関する研修等の開催回数および参加者数は、令和７年度目標値を達成した。項目７滋

賀県女性活躍推進企業の認定は、目標値との間に差が生じている。人権啓発の事業所訪問の際に、啓

発を実施していく。「女性の総合相談・ＤＶ相談」の相談件数は増加しており、広報くさつ、講座等での周知

により認知度が上がったことが要因と考えている。支援が必要な人を適切な支援につなげる施策のため、

継続して実施していく。 

・「講演会や講座等の開催による学習機会の提供」は、女性の活躍推進のための起業やキャリアアップに

関する講座、男女共同参画の学習会等を実施している。「相談体制の充実と周知」は、学校や福祉窓口

等で生理用品を提供し、関係窓口と連携しながら必要な支援につないでいる。 

・審議会等における女性委員の参画率令和７年度実績は４３．４％と前年度から１．４ポイント上昇した。 

・課題は、女性委員比率が改善できない審議会等が固定化していることである。原因としては、委員定数

が少なく、男女とも４０％以上を満たすことができない審議会等があること、委員が団体推薦や職務指定

等となっており、委嘱する際に市管理職、市議会議員、関係機関・事業所の代表など職業に女性が少な

いことから、女性の参画率が上がらないなどの社会構造の問題が背景にある。今後の取り組みは、目標

達成に向けて、委員の改選もしくは補充を行う際には、女性委員の選任を視野に入れ構成団体の検討を

行っていただくとともに、審議会等における女性委員の参画状況について、庁内の職員に対して周知し、

女性委員参画向上の職員の意識啓発を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このページのお問い合わせ 

 概要作成担当   草津市 総合政策部 男女共同参画センター 男女共同参画係 

    電話      077-565-1550 

    ファックス   077-565-1518 

    メール     danjo@city.kusatsu.lg.jp 


